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はじめに 

 

１ 計画策定の背景と目的 

  

○我が国は近年、人口減少や少子・高齢化の進行などによる人口構造が大きく変化して 

いることに加え、高度経済成長期に整備されてきた公共施設等の社会資本は、老朽化 

・耐震性不足に伴う施設の改修や更新、人口減少に伴う施設の統廃合や複合化、施設 

更新コスト圧縮のための長寿命化という大きな変革時期が到来しようとしています。 

○これまで、本町では行政需要の増大に応じて、小中学校、体育施設、公営住宅、地域 

会館などの公共施設（建築物）や道路、橋りょう、上下水道などのインフラ系施設を 

集中的に整備し、町民の生活基盤、地域コミュニティの拠点などその役割を果たして 

きました。 

○しかし、これらの公共施設等は、老朽化の進行や更新時期の到来、人口減少や少子・ 

高齢化の進行に伴う統廃合や複合化の必要性、大規模災害等への対応など、施設等を 

取り巻く環境は大きく変化しており、これらへの対応が迫られています。 

○一方、財政面では、人口減少に伴う税収の伸び悩みや社会福祉関連経費の増加に伴う 

財政の逼迫が懸念されます。 

○このため、これまでと同様の水準で公共施設等への投資を継続していくことは困難に 

なると予想され、公共施設等の維持管理にあたっては財政状況を勘案し、今後の方針 

を決定する必要があります。 

○以上のことから、「芽室町公共施設等総合管理計画」は、様々な社会情勢を踏まえ 

公共施設等の全体像を明らかにし、長期的な視点を持って、公共施設等の総合的かつ 

計画的な管理を推進することを目的として策定します。 
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２ 計画の位置づけ 

 

 本町のまちづくりの計画として最上位にある「芽室町総合計画」やその他関連計画と

の整合を図ります。また、「芽室町公共施設等総合管理計画」は、各種公共建築物及び

インフラ施設等に関するマネジメント計画の上位計画として位置づけし、対象とする町

財産の維持管理を総合的かつ計画的に進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画期間 

 

 平成 27（2015）年度から平成 46（2034）年度までの 20 年間とします。 
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４ 対象範囲 

 

本町が保有する公共施設等のうち、公共施設（建築物）とインフラ系施設を対象とし 

ます。公共施設（建築物）については、下図のとおり分類します。 

インフラ系施設については、道路、橋りょう、公園、上下水道の 4類型を対象として 

現状等の把握や基本的な方針を検討します。 

なお、公園の取り扱いについては、公共施設（建築物）とインフラ系施設のそれぞれ 

で対象とします。町民のニーズなどを踏まえた公園内建築物と公園内でも建築物にあた 

らない構造物に区分します。 

 

■公共施設等の分類 

大分類 番号 分類 主な施設 

公
共
施
設
（
建
築
物
） 

1 庁舎等 本庁舎、総合支所など 

2 庁舎等（福祉） 保健福祉センター 

3 コミセン・会館 地域会館、コミュニティセンターなど 

4 コミセン・会館（福祉） ふれあい交流館 

5 子育て施設 保育所など 

6 産業・観光 駅前プラザ、嵐山施設、堆肥施設など 

7 住宅 公営住宅 

8 体育施設 総合体育館など 

9 社会教育施設 図書館など 

10 教育・学校 町内小中学校 

11 教員住宅 
 

12 公園 公園内管理棟・倉庫・便所など 

13 公営企業等施設 公立芽室病院・ポンプ場・浄水場など 

14 その他 公衆便所、斎場など 

イ
ン
フ
ラ
系
施
設 

1 道路 
 

2 橋りょう 
 

3 公園 
 

4 上下水道 管きょ・ポンプ施設など 

 

 

=用語解説= 

インフラ～インフラストラクチャーの略語。社会的経済基盤と社会的生産基盤とを形成するものの総称。

道路・港湾・河川・鉄道・通信情報施設・下水道など。 

マネジメント～経営などの管理をすること。 

ニーズ～必要。要求。需要。 
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第１章 公共施設等の現状及び将来見通し 

 

１ 公共施設等の現状 

 

（１）公共施設（建築物） 

①全体の概要 

本町の公共施設（建築物）延べ床面積の合計は約 20 万㎡となっています。延床面 

積の内訳は、住宅が 22.1％、次いで産業・観光の 21.2％、教育・学校の 19.0％と 

なっています。 

なお、公共施設（建築物）の延べ床面積は施設本体だけではなく、付帯施設（物置 

等）も含まれます。 

 

■分類別の延べ床面積、割合 

番号 種類 延べ床面積（㎡） 割合 

1 庁舎等 3,899.05 2.0% 

2 庁舎等（福祉） 2,481.72 1.2% 

3 コミセン・会館 7,808.83 3.9% 

4 コミセン・会館（福祉） 1,243.02 0.6% 

5 子育て施設 7,071.14 3.6% 

6 産業・観光 42,106.67 21.2% 

7 住宅 43,888.49 22.1% 

8 体育施設 11,893.01 6.0% 

9 社会教育施設 9,213.47 4.6% 

10 教育・学校 37,865.60 19.0% 

11 教員住宅 4,556.31 2.3% 

12 公園 1,031.43 0.5% 

13 公営企業等施設 13,594.70 6.8% 

14 その他 12,380.27 6.2% 

合計 199,033.71 100.0% 

※上記数値は平成 25（2013）年度末現在。公有財産台帳及び建物災害共済基礎データ等を

参考にしています。 

 

 

 

  



6 

■分類別施設の延床面積割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②人口一人当たりの面積 

本町の人口一人当たりの公共施設（建築物）の延床面積は、10.27 ㎡となっています。

人口は平成 25 年 12月 31 日現在の 19,364 人（他団体との比較のため）で計算して 

います。 

■人口一人当たりの面積（㎡） 

番号 種類 延べ床面積（㎡） 人口一人当たり面積（㎡） 

1 庁舎等 3,899.05 0.20  

2 庁舎等（福祉） 2,481.72 0.13  

3 コミセン・会館 7,808.83 0.40  

4 コミセン・会館（福祉） 1,243.02 0.06  

5 子育て施設 7,071.14 0.37  

6 産業・観光 42,106.67 2.17  

7 住宅 43,888.49 2.26  

8 体育施設 11,893.01 0.61  

9 社会教育施設 9,213.47 0.48  

10 教育・学校 37,865.6０ 1.96  

11 教員住宅 4,556.31 0.24  

12 公園 1,031.43 0.05  

13 公営企業等施設 13,594.70 0.70  

14 その他 12,380.27 0.64  

合計 199,033.71 10.27  
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（２）インフラ系施設 

①道路 

本町の道路は昭和 40（1965）年度以降、町の発展や農業振興を基に整備を進め 

てきました。これまでに整備した（供用開始している）道路の実延長は 922,368ｍ 

となっています。総務省の「公共施設状況調経年比較表」による道内 20団体と比較 

すると、かなり多くの道路整備をしてきたことがわかります。 

■道内他自治体との比較 

番号 団体名 自治体情報 道路状況 

人口 

（人） 

行政面積 

(k ㎡) 

実延長 

（ｍ） 

面積 

(㎡) 

人口一人 

当たり延

長 

(ｍ) 

人口一

人 

当たり

面積(㎡) 

1 芽室町 19,364  513.76  922,368  12,344,883  47.6  638  

2 帯広市 169,104  619.34  1,399,150  19,628,537  8.3  116  

3 音更町 45,485  466.02  1,042,417  13,061,685  22.9  287  

4 幕別町 27,682  477.64  881,604  13,015,036  31.8  470  

5 富良野市 23,579  600.71  681,690  7,547,035  28.9  320  

6 留萌市 23,451  297.83  219,281  1,630,937  9.4  70  

7 深川市 22,705  529.42  692,092  7,202,278  30.5  317  

8 遠軽町 21,747  1332.45  633,392  7,715,058  29.1  355  

9 士別市 21,075  1119.22  837,877  9,743,201  39.8  462  

10 美幌町 21,038  438.41  486,438  6,619,638  23.1  315  

11 釧路町 20,480  252.66  279,881  3,562,069  13.7  174  

12 余市町 20,459  140.59  216,528  2,634,135  10.6  129  

13 白老町 18,743  425.64  446,711  4,330,178  23.8  231  

14 砂川市 18,444  78.68  238,742  4,107,827  12.9  223  

15 八雲町 18,137  956.02  488,304  5,363,988  26.9  296  

16 当別町 17,606  422.86  465,291  6,744,036  26.4  383  

17 森町 17,285  368.79  255,638  2,706,143  14.8  157  

18 別海町 15,981  1319.63  1,174,688  20,645,161  73.5  1,292  

19 芦別市 15,870  865.04  332,838  4,139,345  21.0  261  

20 倶知安町 15,816  261.34  265,643  1,723,330  16.8  109  

21 岩内町 14,146  70.60  110,026  1,378,462  7.8  97  

平均 28,009  550.32  574,790  7,421,093  24.7  319  

※平成 25（2013）年度総務省「公共施設状況調経年比較表」より 

※道内 20 団体は、近隣自治体及び人口が芽室町に近い自治体 
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②橋りょう 

橋りょうは、長大橋から、小さな橋まで存在し、下のグラフは、町道だけではなく 

農道及び林道にかかる橋りょうを含めた、年度別の橋りょう整備延長をまとめたもの 

となっています。 

平成 20（2008）年度から平成 23（2011）年度にかけて調査した「橋りょう 

長寿命化計画」において、当面危機的状態にある橋りょうは存在しないと報告されて 

います。下のグラフからは、昭和 58（1983）年度と平成 6（1994）年度に橋り 

ょう整備がピークになっていたことがわかります。 

 なお、橋りょうの約半数が整備されてから 30 年以上を経過しており、さらに竣工 

当時よりも交通量の増加や車両の大型化が進んでいるため、経年劣化と併せて老朽化 

が著しく進行するものと思われます。 

 

■年度別の橋りょう整備延長 

 

  橋りょうの整備延長  6,345.16ｍ 

整備から 30 年以上経過した橋りょう割合 

          49.0%（整備延長） 

整備から 30 年以上経過 

（単位：ｍ）  
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③公園 

これまで本町では、芽室公園を総合公園として、街区公園や児童公園、緑地を整備 

してきました。下のグラフからは、昭和 51（1976）年度に供用開始した公園が多 

いことがわかります。また、供用開始後 20年以上経過した公園が約 6割を占めてい 

る状況となっています。 

 

■年度別公園供用面積 

 

  

都市公園の管理数  48 箇所 

都市公園管理面積  66.59ha 

供用開始から 20 年以上経過した公園割合 

          64.0%（面積割合） 

（単位：ha）  

供用開始から 20年以上経過 
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２ 公共施設（建築物）の状況及び老朽化率 

 

（１）公共施設（建築物）の状況 

現行の建築物の耐震基準（新耐震基準）は、昭和 56（1981）年度に建築基準法 

 が改正され、導入されたものです。  

  新耐震基準の考え方は、中規模の地震（震度 5 強程度）に対しては、ほとんど損傷 

 しない建物であり、極めて稀にしか発生しない大規模の地震（震度 6強から震度７程 

度）に対しては、人命に危害を及ぼすような倒壊等の被害を生じないことを目標とし 

たものとなっています。 

上記をひとつの基準とし、本町における年度別の建築状況（延べ床面積㎡）を見る 

 と年度別・分類別建築面積（次頁のグラフ）のとおりとなっています。 

 本町においては、旧耐震基準（昭和 56 年度以前）で建築されたものが、公共施設 

 （建築物）のうち 43.6％を占めています。約 4 割を超える建築物が旧耐震基準によ 

 るものとなっており、今後の対応を考える必要があります。 

  また、芽室町耐震改修促進計画に基づき、既に耐震診断及び耐震改修を行った施設 

 は、下の表のとおりです。 

 

名称 種類 耐震診断 耐震改修 

役場庁舎 庁舎等 実施（耐震性無し） 改修済み 

芽室小学校校舎 教育・学校 実施（耐震性無し） 改修済み 

芽室小学校屋内体育館 教育・学校 実施（耐震性有り） 改修なし 

芽室西小学校校舎 教育・学校 実施（耐震性無し） 改修済み 

芽室西小学校屋内体育館 教育・学校 実施（耐震性有り） 改修なし 

芽室中学校校舎 教育・学校 実施（耐震性無し） 改修済み 

芽室中学校屋内体育館 教育・学校 実施（耐震性有り） 改修なし 

総合体育館 体育施設 実施（耐震性無し） 改修済み 

芽室町中央公民館 社会教育施設 実施（耐震性有り） 改修なし 

芽室町集団研修施設かっこう 社会教育施設 実施（耐震性有り） 改修なし 

 

 

 

 

 

  
=用語解説= 

耐震改修促進計画～「建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年十月二十七日法律第百二十三号）」 

に基づき、大規模地震発生時の死者数及び経済的被害額を減少させることを目的と 

して策定する計画。 
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■年度別・分類別建築面積（㎡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

新耐震基準 

昭和 57 年以降 

旧耐震基準 

昭和 56 年以前 

公共施設（建築物）の床面積合計 

                  199,033.71 ㎡ 

旧耐震基準で建築された公共施設（建築物）の床面積合計 

86,724.97 ㎡ 

旧耐震基準で建築された公共施設（建築物）の割合 

                   43.6%（床面積） 

旧耐震基準で建築 

された建築物 

の割合 43.6% 



12 

 

（２）資産老朽化比率の状況 

  資産老朽化比率とは、年数経過により資産価値が減少（減価償却）していく建物な 

どについて、その減価償却がどの程度進んでいるのかを表す比率のことで、以下の計 

算式で表すことができます。 

 

資産老朽化比率＝減価償却累計額／取得価格（再調達価格） 

 

 この比率が高いほど、耐用年数が迫っていることを示し、今後補修などの費用が多 

くかかることが予想されます。現在の本町の老朽化比率を示すと以下のとおりとなり 

ます。 

  本町における資産老朽化比率は 52.5％となっており、老朽化が進んでいることが 

 わかります。内訳をみると公共施設（建築物）の老朽化は特に進んでおり 65.9％と 

なっています。 

 

■資産別の老朽化比率 

（単位：千円） 

番号 種類 減価償却累計額 取得価格（再調達価額） 老朽化比率 

1 庁舎等 413,885 448,391 92.3% 

2 庁舎等（福祉） 102,743 285,398 36.0% 

3 コミセン・会館 570,405 636,098 89.7% 

4 コミセン・会館（福祉） 142,947 142,947 100.0% 

5 子育て施設 451,462 588,395 76.7% 

6 住宅 3,423,139 4,496,796 76.1% 

7 産業・観光 1,410,683 3,416,042 41.3% 

8 社会教育施設 544,103 918,608 59.2% 

9 体育施設 1,217,591 1,768,147 68.9% 

10 教育・学校 2,511,515 3,813,357 65.9% 

11 教員住宅 409,285 457,375 89.5% 

12 公園 74,356 109,207 68.1% 

13 公営企業等施設 1,042,193 2,014,946 51.7％ 

14 その他 962,409 1,057,198 91.0% 

15 道路 37,272,316 75,219,824 49.6% 

16 橋梁 4,494,533 9,720,326 46.2% 

17 公園 1,710,688 3,074,681 55.6% 

合  計 56,754,253 108,167,736 52.5％ 

※建築物合計（１～１4） 13,276,716 20,152,905 65.9％ 
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３ 人口及び財政の状況 

 

（１）人口の推移と将来推計 

芽室町では、平成 22（2010）年度の国勢調査人口 18,901 人をピークに、町独 

自推計では、今後は人口が減少し、平成 52（2040）年度には、平成 22（2010） 

年度に比較して、約 3,000 人少ない 15,790人と推計されています。 

また、高齢化率については、平成 22（2010）年度の 23.1％から、平成52（2040） 

年度には 29.5％となり、年少人口（0 歳から 14 歳）の比率が 16.3％から 13.8％ 

に、生産年齢人口（15 歳から 64 歳）の比率が、60.6％から 56.7％に減少するな 

ど、少子高齢化が一層進展することが予測されています。 
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（２）財政の状況 

長引く地方経済の低迷に加え、人口減少や高齢化の進展により、今後の町税の減少 

 が予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 芽室町の一般会計における歳出総額は、平成 11（1999 年）年度まで増加傾向で 

推移し、平成 11（1999 年）年度は 163億円の決算となりました。その後は減少傾 

向となり、近年は 100億円前後で推移しています。今後も厳しい国の財政状況から見 

ても財政が大きく拡大することは期待できません。 
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 歳出総額のうち、投資的経費は、近年 20 億円前後で推移しており、歳出総額に占 

める割合も 20%前後となっています。厳しい財政状況の中で、今後、大幅な公共投資 

の増額は、見込めない状況です。 
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=用語解説= 

投資的経費～「その支出の効果が資本形成に向けられ、施設等がストックとして将来に残るものに支出 

される経費」とされており、「役場庁舎、道路、堤防、公営住宅、学校といった目に見えて

残る社会資本を整備するための経費」になります。さらに投資的経費は、普通建設事業費と

災害復旧事業費に大別されます。 

 

（投資的経費：億円） 

直近 10年間の投資的経費の平均は 16.5 億円 
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４ 公共施設等の更新等に係る中長期的な経費の見込み 

 

（１）更新必要額 

 現在、本町に存在する公共施設等（建物・公園・道路・橋りょう）を耐用年数どお 

りにすべて更新（建て替え）したとすると、平成27（2015）年度から平成77（2065） 

 年度までに約 1,031億円と推計されます。これを平成 28（2016）年度以降に 1年 

 ごとに平準化したとすると年間（年平均）にかかる費用は、約 21 億円となり、直近 

10 年平均公共施設等投資的経費の 1.3 倍程度となります。一時期に集中して改修・ 

更新等の費用がかかることによる財政への負担が懸念されることから、このままの状 

態で改修や更新等を行っていくと多額の財源不足に陥る状況にあります。 

また、今後人口も減少することが想定されており、人口減少を踏まえた公共施設等 

 への改修・更新等の費用の平準化に向けた取組が必要となります。 

 

■更新到達年度と更新必要額（億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※現存する資産をすべて、取得価格と同額で耐用年数到達年度に更新（建て替え）する 

として算定。 

  

～2024 ～2044 ～2034 ～2054 ～2064 

直近 10 年平均公共施設等投資的経費    

16.5 億円 

50 年間の更新費用総額 1,030.5 億円 

1 年あたりの更新費用試算  20.6 億円 

直近 10 年平均公共施設等投資的経費の 1.3 倍 

20.6 億円 

16.5 億円 

～2074 

saito.n
ハイライト表示

saito.n
ハイライト表示
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（２）公共施設等に対する年間コスト 

平成 25（2013）年度における公共施設等に対する維持管理コストを新たに算出 

 し、種類別に集計すると下の表のとおりとなります。維持管理コストは、それぞれの 

施設に対する減価償却費、修繕費、委託費などが含まれます。 

  町全体の維持管理コストのうち約 75％近くが道路や橋りょう、上下水道施設のイ 

ンフラ系施設となっています。これは、先ほどの他団体との比較にもあったように、 

町道等のインフラ整備を進めてきた結果となっており、そのコストの中身のほとんど 

が減価償却費となります。 

 

■施設の維持管理コスト 

番号 種類 コスト（千円） 割合 

1 庁舎等 31,395 1.0% 

2 庁舎等（福祉） 28,849 0.9% 

3 コミセン・会館 25,137 0.8% 

4 コミセン・会館（福祉） 8,952 0.3% 

5 子育て施設 21,053 0.7% 

6 住宅 95,337 3.1% 

7 産業・観光 139,116 4.5% 

8 社会教育施設 84,154 2.7% 

9 体育施設 168,930 5.5% 

10 教育・学校 176,582 5.7% 

11 教員住宅 3,064 0.1% 

12 その他 48,950 1.6% 

13 道路・橋梁 1,778,218 57.5% 

14 公園 47,663 1.5% 

15 簡易水道 436 0.0% 

16 下水道・浄化槽 437,488 14.1% 

合  計 3,095,324 100.0% 

 

 

 

 

  

=用語解説= 

コスト～費用。特に、商品の生産に必要な費用。生産費。原価。 

減価償却費～事業用に取得した建物・機械・備品などの固定資産の取得原価を、耐用年数にわたって徐々

に費用として計上するために、所定の計算方法によって、各会計期間に配分した費用のこ

と。 
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（３）財政シミュレーション 

  前述した更新必要額や維持管理コストを踏まえ、以下の条件で財政シミュレーショ 

ンしました。 

【条件】 

①収入 ※平成 30（2018）年度の数値は財政計画による 

○町税：平成 35（2023）年度以降は、生産年齢人口の伸び率や過去からのトレ 

ンドによる推計 

○交付税：平成 35（2023）年度以降は、5年ごとに 2％ずつ減少 

○補助金・交付金：平成 35（2023）年度以降、過去からのトレンドによる推計 

○使用料手数料：平成 35（2023）年度以降、過去からのトレンドによる推計 

 ○地方債、繰入金：平成４０（2028）年度以降は変更なし 

 

②支出 ※平成 30（2018）年度の数値は財政計画による 

○人件費：平成 35（2023）年度以降、過去からの状況による推計 

○扶助費：平成 35（2023）年度以降は、老齢・年少人口の伸び率や過去からの 

トレンドによる推計 

○公債費：平成 35（2023）年度以降は、5年ごとに 5％ずつ増加 

○物件費・維持補修費：平成 35（2023）年度以降は、5年ごとに 2％ずつ増加 

○補助費等：平成 35（2023）年度以降は、5年ごとに 1％ずつ増加 

○投資的経費：平成 35（2023）年度以降 

イ）新規事業～平成 25（2013）年度投資的経費の 70％ 

ロ）更新事業～更新必要額の 100％  

○上記以外：平成 30（2018）年度以降は変更なし 

 

 ※財政計画：芽室町財政計画（平成 28 年度～平成 30 年度）のこと。 

 

 

 

 

  

=用語解説= 

シミュレーション～ある現象を模擬的に現出すること。現実に想定される条件を取り入れて、実際に近

い状況をつくり出すこと。 

トレンド～傾向。ある方向へと動く勢い。社会などの全体の流れ。 
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■シミュレーション（一般会計）                            

（千円） 

 

上記シミュレーションを見ると、資産更新のピークにさしかかる平成 47（2035） 

年度に向けて、赤字状態になっていくことが想定されます。 

 

 

 

 

 

科目 平成 30 年度 

（2018 年） 

平成 35 年度 

（2023 年） 

平成 40 年度 

（2028 年） 

平成 45 年度 

（2033 年） 

平成 50 年度 

（2038 年） 

平成 55 年度 

（2043 年） 

税収 2,538,900  2,451,000  2,318,400  2,197,200  2,073,300  1,976,700  

交付税 3,450,000  3,380,000  3,310,000  3,240,000  3,170,000  3,110,000  

補助金・交付金 2,444,020  2,450,100  2,494,141  2,787,354  2,441,464  2,021,634  

使用料手数料 538,004  544,884  551,884  559,084  566,384  573,884  

地方債 711,500  831,500  711,500  711,500  711,500  711,500  

繰入金 39,529  1,409,529  209,529  209,529  209,529  209,529  

その他 521,268  521,268 521,268 521,268 521,268 521,268 

繰越金 50,000  50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 

収入計 10,293,221 11,638,281 10,166,722 10,275,935 9,743,445 9,174,515 

 人件費 1,452,612  1,457,542  1,462,308  1,467,074  1,471,840  1,476,606  

 扶助費 1,373,844  1,334,357  1,311,100  1,306,505  1,314,950  1,324,903  

 公債費 783,726  862,000  905,100  950,300  997,800  1,047,600  

 物件費 2,135,663  2,178,300  2,221,800  2,266,200  2,311,500  2,357,700  

 維持補修費 470,813  480,200  489,800  499,500  509,400  519,500  

 補助費等 1,987,662  2,007,500  2,027,500  2,047,700  2,068,100  2,088,700  

 繰出金 728,934  728,934 728,934 728,934 728,934 728,934 

 積立金 13,570  13,570 13,570 13,570 13,570 13,570 

 投資・出資金・貸付金 320,290  320,290 320,290 320,290 320,290 320,290 

 予備費 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 

投資的経費計 1,539,788  1,957,521  1,597,774  5,461,347  2,541,128  1,961,118  

イ）新規事業 1,218,317  1,218,317  1,218,317  1,218,317  1,218,317  1,218,317  

ロ）更新事業 321,471  739,204  379,457  4,243,030  1,322,811  742,801  

支出計 10,836,902 11,370,214 11,108,176 15,091,420 12,307,512 11,868,921 

収支総計 -543,681  268,067  -941,454  -4,815,485  -2,564,067  -2,694,406  
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第２章 公共施設等の管理に関する基本方針 

 

１ 公共施設等における現状と課題 

 

（１）公共施設等の改修・更新等への対応 

本町の公共施設等全体の資産老朽化比率は、52.5％となっており、老朽化が進んで 

 います。特に建築物は、65.9％であり、今後、施設の安全性や品質を保つために大規 

模な改修や更新が必要となります。 

また、建築物については、旧耐震基準（昭和 56 年度以前）で建築されたものが  

43.6％を占め、約４割を超える建築物が旧耐震構造となっており、安全性の確保が必 

要となります。 

なお、公共施設等の情報を一元管理する必要もあり、より効率的な管理・運営を推進 

 していくための組織体制づくりの検討も必要となっています。 

     

（２）住民ニーズの変化への対応 

  本町の総人口は、町独自の将来推計では平成 22（2010 年）年度をピークに徐々 

 に減少し、平成 22（2010 年）年度に 18,901 人だった人口は、30 年後の平成 52 

（2040）年度には約 3,000 人減少し、15,790 人と推計されています。 

このため、人口構造の大きな転換に伴う住民ニーズの変化に対応した、適切な公共 

 施設等の総量規模や配置を検討する必要があります。 

また、その際は各地域の特性に応じた公共施設等の適正な配置や管理・運営を行っ 

 ていく必要があります。 

 

（３）財政状況への対応 

  最近の投資的経費は歳出の 10～20％を占めており、10～25億円の間で推移して 

 ます。今後、人口減少に伴い町税収入等一般財源の減少が予測され、また、少子高齢化 

に伴う扶助費等の義務的経費が増加することから、投資的経費等の公共施設等の維持 

管理のための財源確保が出来なくなることが見込まれます。 

こうした厳しい財政状況の中で、公共施設等の管理・運営にかかる費用を縮減し、な 

 おかつ機能の維持を図っていくことが大きな課題となります。このような財源確保に 

備え、公共施設整備基金を積み上げているが、本計画の関連計画と財政計画を連動さ 

せながら対応する必要があります。 

 

 

 

  

=用語解説= 

扶助費等～児童・高齢者・障害者・生活困窮者などに対して国や地方公共団体が行う支援に要する経費。

生活保護費・児童手当など。 

義務的経費～地方公共団体の歳出のうち、任意に節減できない極めて硬直性の強い経費。一般的には、

人件費、扶助費、公債費で構成。 

https://kotobank.jp/word/%E5%9C%B0%E6%96%B9%E5%85%AC%E5%85%B1%E5%9B%A3%E4%BD%93-96506
https://kotobank.jp/word/%E7%94%9F%E6%B4%BB%E4%BF%9D%E8%AD%B7%E8%B2%BB-894019
https://kotobank.jp/word/%E5%85%90%E7%AB%A5%E6%89%8B%E5%BD%93-182685#E3.83.87.E3.82.B8.E3.82.BF.E3.83.AB.E5.A4.A7.E8.BE.9E.E6.B3.89
https://www.city.sakaiminato.lg.jp/zaisei/zaisei-yougo.htm#fujohi
https://www.city.sakaiminato.lg.jp/zaisei/zaisei-yougo.htm#kosaihi
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２ 全体目標の設定 

 

公共施設等における現状と課題、施設の改修・更新にかかる将来コスト試算の結果を 

踏まえ、基本目標を設定します。公共施設（建築物）とインフラ系施設に大別し、公共 

施設（建築物）については、新規整備を抑制すると共に、施設の複合化等により施設総 

量を縮減します。 

 

（１）公共施設（建築物） 

 ①新たな専用施設の整備は原則として行わない。 

  ○長寿命化、維持補修などを適正に行い、既存施設の有効活用を図り、新たな専用 

施設の整備は、原則として行わない。 

  ○ただし、年少人口、老年人口比率の変化による時代のニーズに対応した持続可能 

なまちづくりを推進し、新たな整備が必要な場合は、中長期的な総量を捉えて、 

費用対効果を考慮し実施する。 

 

 ②施設を更新（建替）する場合は複合施設を検討する。 

  ○施設の統合・整理や遊休施設の活用、施設の複合化等によって、機能を維持しつ 

つ、施設総量を縮減する。 

  ○複合施設においては、管理・運営についても一元化・効率化し、施設の複合化に 

より空いた土地は、処分を促進する。 

 

 ③施設総量（総床面積）を縮減する。 

  ○用途が重複している施設は、統合・整理を検討する。 

  ○稼働率の低い施設は運営改善を徹底し、なお稼働率が低い場合は、統合・整理を 

検討する。 

   

④改修更新コスト及び管理運営コストを縮減する。 

○ＰＰＰ/ＰＦＩなど、民間活力の活用を検討し、機能を維持・向上させつつ、改 

修・更新コスト及び管理運営コストを縮減する。 

 

 

  =用語解説= 

費用対効果～かけた費用に対して、どのくらい効果があるかをいう。 

PPP～パブリック・プライベート・ パートナーシップの略であり、官と民がパートナーを組んで事業を 

行う新しい官民協力の形態。 

PFI～プライベート・ファイナンス・イニシアティブの略であり、公共施設等の設計、建設、維持管理 

および運営に民間の資金やノウハウを活用し、従来の公共が自ら行うよりも効率的に公共サービス 

を提供すること目的として行う公共事業の方式。 

saito.n
ハイライト表示

saito.n
ハイライト表示

saito.n
ハイライト表示

saito.n
ハイライト表示

saito.n
ハイライト表示
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（２）インフラ系施設 

 ①現状の投資額（一般財源）を維持する。 

  ○現状の投資額（一般財源）を維持、現状の投資額の範囲内で、費用対効果や経済 

波及効果を考慮し、新設及び改修・更新をバランスよく実施する。 

   

 ②ライフサイクルコストを縮減する。 

  ○長寿命化を可能な限り図るとともに、計画的、効率的な改修・更新を推進、ライ 

フサイクルコストを縮減する。 

  ○ＰＰＰ/ＰＦＩなど、民間活力の活用を検討し、機能を維持・向上させつつ、改 

修・更新コスト及び管理運営コストを縮減する。 

 

（３）公共施設等の削減目標 

 ①20 年間で公共施設（建築物）の延べ床面積を 10％縮減する。 

  ○公共施設（建築物）は、新規整備を抑制する共に、施設の複合化等により施設 

総量を縮減し、その縮減目標は、現在の延べ床面積の 10％縮減とする。 

 

②20 年間で更新費用を 25%圧縮する。 

○公共施設等の更新費用推計結果で、今後 20 年間の更新費用の総額と過去 10 年 

の投資的経費と比較すると、年平均 2 億円の不足が発生する。将来の財政状況を 

踏まえ、公共施設（建築物）及びインフラ系施設のそれぞれの取組みを実施し、更 

新費用を今後 20 年間で、25%圧縮する。 

 

（４）その他 

  公共施設等の統廃合などにより、未利用となった土地の利活用については、平成 

24 年度に定めた「公共未利用地の有効活用に関する指針」に基づき実施する。 

  

=用語解説= 

一般財源～地方自治体の財源を、収入の使途別に分類すると、一般財源はいかなる経費についても使用

できる収入をいう。地方税、地方譲与税、地方特例交付金および地方交付税が一般財源とさ

れる。 

ライフサイクルコスト～製品や構造物を取得・使用するために必要な費用の総額。企画・設計から維持・ 

管理・廃棄に至る過程（ライフサイクル）で必要な経費の合計額をいう。 

https://kotobank.jp/word/%E8%87%AA%E6%B2%BB%E4%BD%93-520852
https://kotobank.jp/word/%E4%B8%80%E8%88%AC%E8%B2%A1%E6%BA%90-31542
https://kotobank.jp/word/%E5%9C%B0%E6%96%B9%E8%AD%B2%E4%B8%8E%E7%A8%8E-96529
https://kotobank.jp/word/%E5%9C%B0%E6%96%B9%E4%BA%A4%E4%BB%98%E7%A8%8E-96509
http://dictionary.goo.ne.jp/leaf/jn2/229035/m0u/
saito.n
ハイライト表示

saito.n
ハイライト表示
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３ 公共施設等の維持管理方針 

 

（１）点検・診断等の実施方針 

 ①点検・保守 

  建築物は、数多くの部材、部品や設備機器など様々な素材が組み合わされて構成さ 

れ、それらは、それぞれの目的と機能を持っています。それらの部材や設備は、使い 

方や環境および経年変化から生じる汚れ、損傷、老朽化の進行に伴い本来の機能を低 

下させていきます。 

  日常管理では、建築物を維持管理するための日常の点検・保守によって、建築物の 

劣化及び機能低下を防ぎ、建築物をいつまでも美しく使っていくための総合的な管理 

運営や実際の点検・保守・整備などの業務を行います。 

■建築物の日常点検項目【参考】 

構造別 小項目 点検方法等 

構造体の安全 

について 
各種荷重に対するチェック 

①増改築・模様替えおよび用途変更  

②建物に隣接、接近した地下工事 

③広告塔・看板・アンテナ塔・機器および水槽など設置  

④床に重量物を置く場合 

⑤壁に開口部を設ける場合 

⑥給水管などの漏水などにより地盤沈下 

⑦化学作用により構造体に影響を与える場合 

⑧鉄骨造の構造体に溶接する場合 

屋根・屋上 

について 

①防水に対するチェック 

②パラペット 

③ルーフドレン・とい 

④屋上柵・タラップ 

⑤丸環 

⑥金属板葺き屋根 

⑦石綿スレート葺き屋根 

①防水保護塗膜の点検 

②定期的清掃点検 

③定期的清掃点検 

④定期的手入れと点検 

⑤定期的手入れと点検 

⑥早めの点検補修 

⑦暴風雨前後の点検手入れ 

外装仕上げ 

について 

①吹付け塗装 

②タイル張り 

③石・擬石・テラゾ 

④非鉄金属仕上げ 

⑤鉄部の塗装 

⑥シーリング材 

⑦ガラス 

①定期的な吹付けなおし 

②定期的点検 

③定期的点検 

④定期的清掃と塗り替え 

⑤定期的清掃と塗り替え 

⑥定期的手入れ 

⑦破損点検 

建具について 

①アルミ製建具 

②鋼製建具 

③シャッター・防火とびら 

④建具金物 

①定期的点検、パッキン材取替 

②定期的清掃点検 

③定期的な点検整備 

④締めつけ調整 

内部仕上げ 

について 

①石・擬石・テラゾ 

②陶磁器質タイル 

③モルタル・コンクリート 

④弾性床材 

⑤板張り・フローリング・ブロック 

⑥カーペット類 

⑦塗装 

⑧壁紙・布張り木材生地 

①～⑧省略 

厨房・浴室・便所

など水を使用する

場所について 

①厨房 

②浴室 

③便所 

①定期的清掃、グリストラップの内部点検 

②使用後の清掃、換気 

③拭き取り清掃 

外構・その他 

について 

①境界標石 

②排水溝・会所 

①隣接地工事の際注意 

②点検清掃 

※（「建築・設備の日常点検項目」建築リニューアル支援協会（ARCA）より引用） 
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■建物設備の点検項目【参考】 

設備別 小項目 点検などの重要事項等 

電気設備について 
①電気主任技術者の選任 

②電気設備の法定 

①建物の電気設備の契約電力が 50KW 以上の場合には電気主任技術

者の選任が必要です。 

②非常照明設備・自動火災報知設備などは「建築基準法」、「消防

法」に基づく 有資格者による定期点検・検査報告などが義務付け

られています。 

給排水衛生設備 

について 

①消火設備 

②給排水衛生 

①消火栓・スプリンクラー設備については「建築基準法」、「消防

法」に基づき有資格者による定期的な点検、検査報告などが義務付

けられている。 

②運転維持管理について有資格者の選任や検査・点検事項・時期な

どについて法令で規制されることがある。 

冷暖房換気設備 

について 
冷暖房換気設備の維持管理 

①ボイラー・冷凍機など法的運転資格者の選任、法的定期検査を受

ける。 

②ビル管理法上の対象建物は法に定められた運転資格者の選任。 

③法に基づく換気設備・排煙設備は有資格者による定期点検検査・

報告が義務付けられている。 

④冷暖房換気設備を構成する 機器は回転振動などのよる摩耗、劣

化などが起きるので定期点検整備が必要。 

昇降機設備 

について 

エレベータ・エスカレータ

ーなど 

①「建築基準法」により定期検査報告が義務付けられています。 

②昇降機設備は複雑な制御機構を持った精度の高い機器設備ですの

で維持管理は専門技術者に行なわせる。 

ガス設備について  ガス漏れ検知装置、その他安全装置については定期的に専門業者の

点検を受ける。 

汚水浄化槽設備 

について 
日常点検・保守 

①消毒液を常にタンクに確保しておく。 

②駆動装置およびポンプ設備は、常時作動させておく。 

※（「建築・設備の日常点検項目」建築リニューアル支援協会（ARCA）より引用） 

②施設の診断 

ｱ）診断の実施方針 

  現状把握のための施設診断では、施設の安全性、耐久性、不具合性および適法性 

が最低限必要な診断項目となります。 

  ・「公共施設診断の対象となる評価項目」より、本町で必要とする品質・性能が把 

握できる評価項目について、簡易な診断を実施する。 

  ・耐震診断、劣化診断、衛生・空気質診断など既往の診断があるものはそのデータ 

を利用する。 

 ・診断は、経年的な施設の状況を把握するため、定期的に行うことが望ましく、そ 

の記録を集積・蓄積して計画的な保全に活用する。 

 

  ｲ）施設の長寿命化と施設診断 

   施設の長寿命化を図るには、上記の診断項目に加えて、快適性、環境負荷性、社 

会性など種々の性能が要求されます。 

  ・「公共施設診断の対象となる評価項目」より、本町に必要な評価項目を選択し、 

評価方式を構築する。 

  ・公共施設の主要な全施設について、施設毎に評価を行い施設の課題と優先度を判 

断する。 
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■公共施設診断の対象となる評価項目【参考】 

（FM評価手法・JFMES13 マニュアル（試行版）より構成） 

記号 評価項目 評価内容 

a. 安全性 敷地安全性（耐災害）、建物耐震・耐風・耐雪・耐

雨・耐落雷安全性、防火安全性、事故防止性、防

犯性、空気質・水質安全性 

b. 耐久性 建物部位（構造・外装など）の耐久性・劣化状況 

c. 不具合性 施設各部値（構造・仕上・付帯設備・建築設備）

の不具合性 

d. 快適性 施設快適性（室内環境・設備）、立地利便性 

e. 環境負荷性 施設の環境負荷性（省エネ、有害物質除去など） 

f. 社会性 地域のまちづくりとの調和、ユニバーサルデザイ

ン（バリアフリー化） 

g. 耐用性 経過年数と耐用年数。変化に対する追随性、計画

的な保全・大規模改修 

h. 保全性 維持容易性、運営容易性、定期検査の履行 

i. 適法性 建築法規、消防法、条例 

j. 情報管理の妥当性 情報収集、情報管理、情報利活用 

k. 体制・組織の妥当性 統括管理体制、管理体制、トップマネジメントへ

の直属性 

l. 顧客満足度 顧客満足度、職員満足度 

m. 施設充足率 地域別施設数量の適正性、用途別施設数量適正

性、余剰スペース 

n. 供給水準の適正性 供給数量適正性（敷地面積、建物面積など） 

o. 施設利用度 施設利用率、空室率 

p. 点検・保守・改修コストの適正

性 

点検・保守費。清掃費、警備費、改修費・大規模

改修費、更新費 

q. 運用コストの適正性・平準化 運用費、水道光熱費 

r. ライフサイクルコストの適正性 ライフサイクルコスト 

 

 

  

=用語解説= 

FM 評価手法～FM（ファシリティマネジメント）は、企業・団体等が保有又は使用する全施設資産及びそ 

れらの利用環境を経営戦略的視点から総合的かつ統括的に企画・管理・活用する経営活動 

であり、その評価手法のこと。 
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（２）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 ①維持管理・修繕の実施方針 

  建築物を使用するには、設備機器の運転や清掃、警備保安が必要です。その中でも 

機器の運転は、日常の点検、注油、消耗品の交換、調整が欠かせません。また修繕や 

小規模改修に対しては、公共団体と管理会社が役割の分担を決めて速やかな対応がで 

きる体制を構築します。 

・清掃は建築物の環境を常に衛生的な状態に維持し、快適性を求める。 

・廃棄物処理については、事業系の一般廃棄物について軽減施策を立案し実践する。 

・維持管理および修繕を自主的に管理し、計画的、効率的に行うことによって、維持 

管理費、修繕費を平準化し、建物に掛かるトータルコストを縮減する。 

 

 ②更新・改修の実施方針 

  計画的な保全では、不具合が発生したそのつど対応する事後保全ではなく、実行計 

画を策定し実施していくことが重要です。施設の経年変化には、法規の改正による既 

存不適格の発生も含まれるので、適法性の管理が必要となります。 

 

■適法性の主な管理項目【参考】 

適法性 

管理 

関連法 

規適法 

性 

建物に関する法令 建築基準法、耐震改修促進法、品確法、学校保

健安全法、医療法、児童福祉法、駐車場法、文

化財保護法、建築物管理法、労働安全衛生法 

消防に関する法令 消防法 

条例に関する法令 条例 

環境に関する法令 廃棄物処理法、グリーン購入法、省エネルギー

法、公害防止法、大気汚染防止法 

不動産に関する法令 不動産登記法、宅地建物取引業法、借地借家法 

定期検

査の履

行 

建物定期検査 消防用設備等点検、昇降機定期検査、水質・水

道施設の検査、空気質検査、特殊建築物の定期

検査 

建築設備定期検査 建築設備の定期検査、ガス消費機器の調査、電

気工作物の調査、自家用電気工作物の点検 

 

 建物を更新しないで長期にわたって有効に活用するためには、建築の基本性能を、 

利用目的に合致した最適な状態に維持あるいは向上することが必要となります。その 

ため、建築物を適切なタイミングで簡易に診断し、計画的に保全していくことが不可 

欠であり、総合管理計画の中の具体的な計画となる長期修繕計画の策定、それまでの 

間に定期的な見直しを行う中期修繕・改修計画の展望が重要となります。 
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 また、公共施設が更新される理由には、施設の耐久性、不具合性、施設の規模（広 

さ・高さ）、使いやすさ、及び陳腐化の他に、施設に求められる様々な性能面および 

法規対応において要求水準を満足できない場合があるので、更新の際には種々の診断 

を行って更新の理由を明確にする必要があります。 

 更新する場合は、まちづくりとの整合性を保ち公共施設のコンパクト化や効率化の 

視点から、土地や建物について、統合や複合化について検討を行います。 

したがって、更新・改修の方針については、統合や廃止の推進方針と整合性を図る 

必要があります。 公共施設等の供用を廃止する場合については、「⑥統合や廃止の推 

進方針」に示しています。 

 

③安全確保の実施方針 

 公共施設における安全確保は、利用者の安全を確保し、資産や情報の保全を目的と 

した要件です。また万一の事故・事件・災害に遭遇したときに損害を最小限にとどめ 

俊敏に復旧する体制を、平時から整えるための備えは、施設管理者にとって最も重要 

なことです。 

 次頁の表は施設の安全性および耐久性の観点から、それに係る安全確保の項目を抽 

出したものですが、高い危険性が認められる項目としては、敷地安全性、建物安全性 

火災安全性、生活環境安全性、構造および外部仕上げが挙げられます。 

 

・本町では、この表の中から高度な危険性が認められる項目を絞り込み評価します。 

・危険性が認められた施設については、評価の内容に沿って安全確保の改修を実施し 

 ます。（ただし、総合的な判断で改修しないで供用廃止を検討する場合もありま 

 す。） 

・点検、診断等により高度の危険性が認められた公共施設等や老朽化等により供用廃 

 止され、かつ今後も利用見込みのない公共施設等については、順次取壊しを行いま 

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

=用語解説= 

コンパクト～小形で中身が充実していること。また、そのさま。 
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■施設の安全確保に係る項目【参考】 

（FM評価手法・JFMES13 マニュアル（試行版）） 

評価項目 内容 

大項目 中項目 小項目 

安全性 

敷地 

安全性 

自然災害回避性 地震災害 液状化・活断層・有無 

土砂災害 警戒区域・特別警戒区域・有無 

浸水災害 水害危険区域・津波高潮浸水区域・有無 

敷地安全対応策 地盤安全性 地盤沈下・地盤崩壊・湿潤地域の有無 

緊急自動車接近 道路幅 

地盤調査結果 軟弱地盤・盛土・埋立地・有無 

危険物の種類 消防法危険物（１類・２類・３類）有無 

保安距離 危険物から 50m 以内、200m 以内 

建物 

安全性 

構造安全性 基準の安全性 基礎の安全要件の満足度 

常時床荷重 許容積載荷重、超過 

耐震安全性 建設年 1981 年 6 月以降 

耐震診断 Is 値＞0.6/0.6＞Is 値＞0.3/0.3＞Is 値 

耐震補強 要・不要 

耐震等級 等級 

免震、制震 有無 

耐風安全性 耐風等級 等級 

対水安全性 浸水対策 浸水に対する安全要件の満足度 

対落雷安全 避雷針 落雷に対する安全要件の満足度 

火災 

安全性 

耐火安全性 延焼防止 外壁・屋根の防火性能 

避難安全性 避難路確保 避難路確保 

消火安全性 消火活動・経路確保 非常用侵入口・窓先空地・防火整備・防火用水確保 

生活環境

安全性 

空気質安全性 空気質測定 有無・飛散性・非飛散性のアスベスト排除状況 

空気質安全性の確保 
ホルムアルデヒド・トルエン・キシレン・エチルベンゼ 

ン・スチレン放散速 

水質安全性 水質検査 有無 

水質安全性の確保 水質安全性の確保に対する安全要件の満足度 

傷害・損傷防止性 転倒・転落防止性 転倒・転落防止に対する安全要件の満足度 

落下物防止性 落下物防止に対する安全要件の満足度 

危険物の危険防止性 危険物の危険防止に対する安全要件の満足度 

 
有害物質排除性 アスベスト排除 飛散性・非飛散性のアスベスト排除状況（年代・部位） 

PCB 排除 
トランス・蛍光灯・シーリングから PCB 排除状況（年代・

部位） 

フロン・ハロン対策 冷媒、断熱材からフロン、消火剤からハロン排除状況 

CCA 対策 木造土台の CCA・有無 

公害防止性 日照・通風障害防止性 日照・通風障害防止要件の満足度 

風害防止性 風害防止要件満足度 

電波障害性防止性 電波障害性防止要件の満足度 

騒音・振動・悪臭防止性 音・振動・悪臭防止要件の満足度 

障害防止性 排気・排熱・排水障害防止要件の満足度 

外構の維持保全 外構の維持保全要件の満足度 
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評価項目 内容 

大項目 中項目 小項目 

耐用性 

耐久性 

耐用年数 経過年数 経過年数の% 

耐用年数（償却） 法的耐用年数 

耐久性 構造材耐久性 構造耐用年数（６０年）と築年の差 

外壁・屋根耐久性 外壁・屋根耐用年数（40 年）と改修年の差 

付属設備耐久性 設備耐用年数（20 年）と改修年の差 

不具合 

現況 

構造不具合 基礎・躯体 

 

沈下、亀裂、欠損の状況 

土台 腐れ、欠損の状況 

柱・梁・壁・床など 亀裂、脱落、腐食、欠損、肌別れ、ゆるみの状況 

外部仕上 

不具合 

 

 

内部 

屋根 排水良否、雑草有無、屋上防水層のふくれの状況 

外壁 剥落、落下、ひび割れの状況 

窓枠、サッシ、ガラス 腐朽、ゆるみ、落下、パテ・シーリングの状況 

内部仕上 

不具合 
天井 たるみ、はずれ、亀裂、肌別れ、剥落、落下 有無 

内壁 割れ、剥がれ、変色 有無 

床 割れ、剥がれ、変色 有無 

付帯設備 

不具合 
煙突、屋外階段 

屋外階段お 

傾斜、亀裂、腐食、剥落、支持金物の緊結状況 

広告塔、吊り看板、他 浮き上がり、腐食、ゆるみの状況 

建築設備 

不具合 
電気設備機器本体 き裂、損傷、さび、腐食、摩耗、ゆるみの状況 

給排水衛生設備機器本体 き裂、損傷、さび、腐食、摩耗、ゆるみの状況 

空調換気設備機器本体 き裂、損傷、さび、腐食、摩耗、ゆるみの状況 

搬送設備機器本体 き裂、損傷、さび、腐食、摩耗、ゆるみの状況 

その他設備機器本体 き裂、損傷、さび、腐食、摩耗、ゆるみの状況 

 

④耐震化の実施方針 

「芽室町耐震改修促進計画（H22年 3 月策定）」に基づき耐震診断、耐震改修を進 

 めていますが、主要な施設の状況は下表のとおりです。 

耐震化されている施設 ・各小中学校校舎及び体育館  

・総合体育館 

・中央公民館  

・役場庁舎（第 1 庁舎） 

・発達支援センター  

・集団研修施設かっこう 

耐震化が必要な施設 ・各集会施設（昭和 56 年以前） 

・各児童厚生施設（昭和 56 年以前） 

・各保育所（昭和 56 年以前） 

耐震診断が実施されてい

ない施設 

・ふれあい交流館 

・役場庁舎（第 2 庁舎） 

  現在、耐震改修促進法に規定する特定建築物である公共建築物の耐震化率は棟別で 

90.0％となっていますが、その他地域防災計画による避難施設である集会施設等の 

耐震診断や耐震改修を実施していきます。 
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⑤長寿命化の実施方針 

  ｱ）総合的かつ計画的な管理 

   診断と改善に重点を置いた総合的かつ計画的な管理に基づいた予防保全によって 

公共施設等の長期使用を図ります。総合的かつ計画的な管理とは、点検・保守・修 

繕、清掃・廃棄物管理を計画的にきめ細かく行い、公共施設等を健康な状況に保ち 

更に定期的に施設診断を行い、小規模改修工事を行って不具合箇所を是正すること 

です。 

ｲ）計画的な保全、長寿命化計画 

施設は建設から 40年くらいまでは、小規模な改修工事や点検・保守・修繕を定 

期的に行うことによって、性能・機能を初期性能、あるいは許容できるレベル以上 

に保つことができます。しかし、建設後 40年程度経過すると点検・保守による修 

繕・小規模改修工事では、性能・機能が許容できるレベルを維持できなくなり、大 

規模改修工事が必要となります。要求性能レベルは通常時間が経つにつれて上昇す 

るため、要求性能レベルの変化を視野に入れた改修工事が望まれます。 

さらに施設の寿命を延ばすには、長寿命化改修工事が必要となります。 

本町の公共施設では、建替周期は大規模改修工事を経て 60 年とし、その時点で 

診断を行い更に使用が可能であれば長寿命化改修工事を行って 80 年まで長期使用 

し、コストを削減することも検討します。 

 

■長寿命化における経過年数と機能・性能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、橋りょう、公園、公営住宅においては長寿命化計画を策定し、それぞれの計 

画によりライフサイクルコストなどを低減することとしています。その他の公共施設 

等においても、個別の長寿命化計画を策定し、推進します。 

 

  

10年 20年 30年 40年 50年 60年 70年 80年

修繕

修繕

大規模

改修工事

長寿命化

改修工事

要求性能レベル

許容レベル

初期性能レベル
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 ⑥統合や廃止の推進方針 

  ｱ）公共施設等コンパクト化に向けた基礎資料の構築 

   危険性の高い施設や老朽化等により供用廃止（用途廃止・施設廃止）を必要とす 

る施設を見出します。施設の安全性、施設の利用率等によって施設を診断し、継続 

使用、改善使用、用途廃止、施設廃止の４つの段階に評価します。診断結果は、施 

設の統廃合及び供用廃止の判断材料とします。 

 

■診断結果と取組の方向性【参考】 

診断結果 取組の方向性 

施設面 ソフト面（検討項目） 

継続使用 ・長期修繕計画の策定 ・効果的かつ効率的な運用を検討 

・計画保全の考えに基づき計画的な維持修繕実施 ・それに伴う改善策を検討 

改善使用 ・長期修繕計画の策定 

・計画保全の考えに基づき計画的な維持修繕実施 

・建替更新時の規模縮小の検討 

・多用途との複合化など、施設の有効活用の検討 

・PPP/PFI の活用等による用途変更 

・利用者増加など、利用状況改善に向けた 

改革等を検討 

・利用者ニーズを踏まえ、提供するサービ 

スの充実や取捨選択を検討 

・運用の合理化を検討 

用途廃止 ・空いた施設の利活用（多用途への変更、民間へ

の貸与等）の検討 

・用途廃止の代わりに、類似民間施設への 

移転（サービス転化）等を検討 

施設廃止 ・施設廃止後は、建物解体 ・類似施設への統合を検討 

・他施設との複合化を検討 

・用途廃止の代わりに、類似民間施設への 

移転（サービス転化）等を検討 

 

・施設廃止に伴う跡地は原則売却 
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施設の評価方法 

 

  施設担当者へのヒアリングと現地調査を実施し、調査した建物の劣化状況や建物性 

能、利用状況により施設の評価を行います。 

評価指標 

項目 A（優・最適） B（標準） C（不適） 

 

 

 

建物性能 

耐震レベル 耐震化のレベル 

躯体 躯体の劣化状況 

屋根防水 雨漏りの有無、シーリングの劣化状況 

建物防水 外壁等の劣化状況 

供用内部 天井・壁・床等の劣化状況 

 

施設活用度 
適正規模 利用者、住民から見た施設の規模 

利用性 利用者数・稼働率、利用者満足度 

 A（優・最適）３点、B（標準）２点、C（不適）1 点の配点で項目ごとの得点を  

性質別に集計（平均）します。その集計結果をマトリクス表にまとめ、以下の判定を 

行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

判定Ⅰ 建物性能・活用度ともに標準以上の施設（維持保全しながら継続使用する） 

 判定Ⅱ 建物性能は劣るが活用度が高い施設（性能が劣る部分の改修を検討する） 

 判定Ⅲ 建物性能は優れているが活用度が低い施設（施設活用促進策を検討する） 

 判定Ⅳ 建物性能・活用度ともに標準以下の施設（施設改善及び活用促進策を検討する） 

3.00

2.90

2.80

2.70

2.60

2.50

2.40

2.30

2.20

2.10

2.00

1.90

1.80

1.70

1.60

1.50

1.40

1.30

1.20

1.10

1.00

1.00 1.10 1.20 1.30 1.40 1.50 1.60 1.70 1.80 1.90 2.00 2.10 2.20 2.30 2.40 2.50 2.60 2.70 2.80 2.90 3.00

判定② 判定①

判定④ 判定③

建物性能

施
設
活
用
度

◆施設Ａ ■施設Ｂ ▲施設Ｃ

◆

■

▲

判定Ⅰ 判定Ⅱ 

判定Ⅳ 判定Ⅲ 
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 ｲ）住民サービスの水準を確保しつつ、公共施設等統合や廃止の推進に向けた施策 

  公共施設等統合や廃止では、住民サービスの水準低下が伴います。それを最小限に 

するために、種々の公共施設コンパクト化の推進について、住民や利用者と協議しな 

がら検討していきます。 

 

■段階的コンパクト化の考え方【参考】 

 

 

⑦インフラ系施設の維持管理方針 

 インフラ系公共施設については、複合化・集約化等や用途変更、施設廃止等の取組 

みが適さないことから、建物系公共施設とは異なる方法によって、維持管理を行いま 

す。 

・道路、橋りょう、公園、上下水道といった施設種別ごとに、整備状況や老朽化の度 

合い等から方向性を検討します。その結果から施設の重要度に応じた個別の維持管 

理方針を策定し、施設の特性に合った管理水準を設定します。 

・定期的な点検により、劣化状況等の把握を行い評価します。また点検で収集したデ 

ータについては蓄積し管理します。 

 ・点検及び評価に基づいた中長期の更新、修繕計画を策定します。 

 ・施設の状況、財政状況等を総合的に判断し、定期的に管理水準等の見直しを行うと 

ともに目標を再設定します。 

 

段階 住民サービス水準の変化 行政サービス・施設サービス 

の考え方 

公共施設コンパクト化の施策 

Ⅰ ・住民の痛みを求めない初動 

的取組 

・住民サービスの現状の水準を 

 維持 

・公共施設等の運営の効率化 

・公共施設等の賃貸 

Ⅱ ・一定の住民負担を前提とし 

 たサービスの質の低下を招 

かない取組 

・行政サービス、施設サービス 

 の質の改善を目指した取組 

・第 1 段階のコンパクト化 

・公共施設等の合築 

・公共施設等の統合 

Ⅲ ・財政収支見通しに基づいた 

住民の痛みを伴う取組 

・行政サービス、施設サービス 

 の見直しにより住民サービス 

 が低下することも想定 

・第 2 段階のコンパクト化 

※住民の理解と合意形成が必要 

・公共施設等の使用制限、使用 

 料金徴収（受益者負担） 

・公共施設等の減築 

・公共施設等の廃止 

Ⅳ ・公共団体が果たすべき公共 

施設管理の役割を明確化に 

する取組 

・民間主体による公共施設管理 

・第 3 段階のコンパクト化 

・公共施設等維持管理の民営化 
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４ 取組体制の構築及び情報管理に関する方針 

 

（１）取組体制 

  公共施設マネジメントの推進にあたっては、全ての公共建築物を一元的に情報管理 

 し、組織横断的な調整を行う担当課が、「（仮称）芽室町公共施設等マネジメント推進 

検討会議」を設置し、進行管理を行っていきます。 

また、インフラ系施設については、専門的な技術やノウハウの蓄積があるそれぞれ 

 の所管課において、アセットマネジメントを推進していきます。 

   

（２）情報の共有と管理 

  「新しい公会計」の視点を導入し、固定資産台帳等の整備を進めていく中で、保有  

 する公共施設等の情報の一元管理体制を整え、システム等の活用により庁舎内の情報 

共有を図っていきます。 

また、これらの一元化された情報をもとに、財政部署との連携調整を図り、事業の 

 優先順位を判断しながら、持続可能な施設整備、運営管理を行います。 

 

（３）町民等との協働 

  公共施設等のあり方を検討する際には、町民等へ積極的に情報を提供し、町民参加 

 手続きを経て、アセットマネジメントを推進します。 

 

（４）公共ファシリティマネジメント戦略の推進 

  全ての公共建築物を一元的に情報管理し、組織横断的な調整を行う担当課は、芽室

町公共ファシリティマネジメントプロジェクトチームの提言を基に、芽室町公共ファ

シリティマネジメント戦略を策定、実行することで、公共施設等総合管理計画の円滑

な推進に繋げます。 

 

  

=用語解説= 

公共施設マネジメント～地方公共団体等が保有し、又は借り上げている全公共施設を自治体経営の視点 

から総合的かつ統括的に企画、管理及び利活用する仕組み。公共ファシリティ

マネジメントに同じ。 

アセットマネジメント～インフラ系施設を対象に、工学、経済学、経営学などの分野における種々の知 

見を総合的に用いて税金を有効に投資し、長期的な視野で管理・運営すること 

によって最大の公共サービスを生み出し、納税者である住民の方々に還元する 

こと。 

「新しい公会計」～現金主義・単式簿記を特徴とする今までの会計制度に対して、新地方公会計制度で 

は発生主義・複式簿記といった企業会計手法を導入し、ストック(どれだけの資産を 

蓄えているか)やフロー(資金がどのように動いたか、その流れ)を明らかにする会計 

制度。 
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第３章 施設類型ごとの管理に関する基本方針 

 

１ 施設類型ごとの管理に関する基本方針 

  

第 2 章における公共施設等の基本的な方針を踏まえ、以下では、公共施設（建築物）、 

インフラ系施設のそれぞれの施設類型ごとに基本的な方針を整理します。 

 

２ 公共施設（建築物）に関する基本方針 

 

（１）統廃合（機能移転） 

 ①統廃合の基本的な視点 

  耐用年数を迎えた施設等で、利用率、効用等の低い施設等については、今後もその利 

用及び効用の向上する見込みのない場合は、原則として統廃合（機能移転）及び取り壊 

しの対象とします。 

 

 ②人口推移／サービス需要への対応 

集会施設に関しては、中央公民館やコミュニティーセンターのほか、基幹集落セン 

ター、地区会館などがあり、全ての地域内に存在します。これらを更新する場合は、必 

要な量に削減（統廃合）します。 

 

③住宅の対応 

 公営住宅に関しては、資産更新時期を迎える際には入居率や人口推移を見据えて、 

棟数及び戸数の調整を行います。 

詳細計画については、「芽室町公営住宅等長寿命化計画」、「芽室町住宅マスタープ 

ラン」に基づき実施します。 

 

（２）民間移譲 

施設の民間移譲を検討します。移譲時期は、現状の施設の利用状態、老朽化の度合 

 い、民間事業者の成熟度などを勘案のうえ、個々に決定します。 

民間移譲の方法としては、民間の意向を提案方式など事前に広く求めることが必要 

となりますが、代替可能な民間事業者がいない場合は、民間移譲は困難となるため、 

統廃合や広域化の対象とします。 

  



36 

 

（３）広域化 

近隣住民の利用可能な施設としては、公民館、運動施設（野球場、パークゴルフ 

場、グラウンド、体育館等）、廃棄物処理施設、病院、図書館、斎場などが想定され 

ます。なお、広域化には、次の形態が考えられます。 

 

①一部事務組合等により共同所有する。 

②他自治体の所有施設を利用する。 

③本町所有施設に対して他自治体住民に利用させる代わりに当該自治体に費用を分担 

してもらう。 

 

３ インフラ系施設に関する基本方針 

 

道路、橋りょう、公園、上下水道については、個別に定める長寿命化計画等に従って 

維持管理、修繕、更新、取り壊し等を進めていきます。 

その他施設については、総合計画との整合性を図り、本計画に準じて継続的に見直し

を行い、維持管理、修繕、更新等を実施します。 
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資 料 

 

○芽室町公共施設等総合管理計画に係る関連計画等一覧 

 

 

 

 

 

計　画　名 計画期間（策定予定） 担　当　課

○芽室町役場庁舎建設基本構想 H25～ 企 画 財 政 課

○芽室町役場庁舎建設基本計画 （H28～） 企 画 財 政 課

○芽室町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 H27～29 保 健 福 祉 課

○芽室町農村地域保育所再整備計画 （H28～） 子 育 て 支 援 課

○芽室町流域関連公共下水道事業計画 S45～H31 水 道 課

○芽室町水道事業水資源対策基本計画 H24～H30 水 道 課

○芽室町下水道中期ビジョン H25～H35 水 道 課

○芽室町公共下水道長寿命化計画【ポンプ施設】 H25～H30 水 道 課

○芽室町上水道事業施設整備基本計画 （H28～） 水 道 課

○芽室町公共下水道長寿命化計画【管路施設】 （H30～） 水 道 課

○芽室町公共下水道地震対策計画 （H30～） 水 道 課

○芽室町立小中学校配置計画 H25～H29 学 校 教 育 課

○芽室町温水プール改修計画の基本方針 H27～ 社 会 教 育 課

○芽室町都市計画マスタープラン H25～H34 建設都市整備課

○芽室町緑の基本計画 H25～H34 建設都市整備課

○芽室町住宅マスタープラン H22～H31 建設都市整備課

○芽室町道路マスタープラン H21～H30 建設都市整備課

○芽室町公共サイン整備計画 H27～ 建設都市整備課

○芽室町耐震改修促進計画 H22～H27 建設都市整備課

○芽室町公園施設長寿命化計画 H27～H36 建設都市整備課

○芽室町橋りょう長寿命化修繕計画 H25～H35 建設都市整備課

○芽室町公営住宅等長寿命化計画 H23～H32 住 民 生 活 課

○芽室町災害に強いまちづくり計画 （H28～） 総 務 課

○芽室町地域集会施設再整備計画 （H28～） 総 務 課


